
令和３年８月６日 
  

 厚生労働大臣 田村 憲久 様 
 

                      埼 玉 県 知 事 大野 元裕 

                      千 葉 県 知 事 熊谷 俊人 

                      東 京 都 知 事 小池百合子 

                      神奈川県知事 黒岩 祐治  

 
 

新型コロナウイルス感染症対策に関する要望 
 

 平素より新型コロナウイルス感染症対策に関する各種支援策の整備などに御

尽力いただいていることに感謝を申し上げる。 

 一都三県を含む全国の自治体では、一日も早く感染症を収束させるべく多岐

に渡る対策に懸命に取り組んでいる。 

 具体的には受入病床への空床補償や仮設の専用医療施設の整備を始め、軽症

者の宿泊療養先の確保や自宅療養体制の整備、更にはワクチンの接種体制の整

備など緊急に必要となる感染拡大防止や医療提供体制の整備等を促進するた

め、貴省所管の「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」を活用して

いる。 

 同交付金は、今後の感染状況については見込み難いことから、当面の対応と

して令和３年９月末までとされ、１０月以降は今後の感染状況や執行状況等を

踏まえて検討することとされている。一方、仮に、同交付金が令和３年度末ま

で延長されたとしても、例えば、仮設の専用医療施設については、プレハブ施

設の解体や受入患者の転院・退院までの期間を考慮すると、感染拡大のリスク

がある１２月には運用を終了せざるを得ない。また、医療機関や宿泊療養施設

等についても、原状復帰やゾーニング解除等が必要となるが、令和３年度末ま

で患者の受入れを行う場合、翌年度の対応となることが見込まれる。 

 これまでの懸命な対策にもかかわらず、感染の再拡大の勢いが止まらない状

況であり、一都三県では再び緊急事態宣言が発令された。感染力が強いと言わ

れているデルタ株への急速な置き換わりが進んでおり、実効性のある対策を継

続的に実施しなければならない。 

 そこで、下記の事項について特段の措置を早急に講じられるよう要望する。 

 

記 

 

１ 令和３年１０月以降について同交付金の継続を決定し、対象経費などの詳

細を各自治体に示すとともに、対策に必要な財政措置を講じること。 

 

２ 同交付金の対象期間や補助対象経費については、今後の感染状況及び事業

の性質等に応じた柔軟な措置を講じること。 


